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（単位：円）
資産の部
Ⅰ　流動資産
　　　現金及び預金 796,225,643
　　　売掛金 32,319,932
　　　たな卸資産 3,254,297
　　　前払費用 311,050
　　　その他の未収入金 31,481

　　　　　流動資産合計 832,142,403

Ⅱ　固定資産
　１　有形固定資産
　　　　建物 2,170,428,341
　　　　　減価償却累計額 956,658,821 1,213,769,520
　　　　構築物 887,758,641
　　　　　減価償却累計額 735,760,768 151,997,873
　　　　機械装置 83,767,146
　　　　　減価償却累計額 83,645,293 121,853
　　　　車両運搬具 2,162,755
　　　　　減価償却累計額 2,162,752 3
　　　　工具器具備品 1,454,274,577
　　　　　減価償却累計額 1,364,186,770 90,087,807
　　　　リース資産（工具器具備品） 753,596,373
　　　　　減価償却累計額 244,877,507 508,718,866
　　　　立木竹 3,238,000
　　　　土地 6,340,000,000

　　　　有形固定資産合計 8,307,933,922

　２　無形固定資産
　　　　電話加入権 252,000

　　　　無形固定資産合計 252,000
　　　　　固定資産合計 8,308,185,922

　　　　　　資産合計 9,140,328,325

貸借対照表
（平成29年3月31日）
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負債の部
Ⅰ　流動負債
　　　運営費交付金債務 467,060,091
　　　未払金 252,214,001
　　　未払費用 18,542,944
　　　未払消費税等 3,753,300
　　　前受金 318,170
　　　預り金 16,632,863
　　　短期リース債務 144,784,744

　　　　流動負債合計 903,306,113

Ⅱ　固定負債
　　　資産見返負債
　　　　資産見返運営費交付金 160,202,546 160,202,546

　　　長期リース債務 371,384,997

　　　　固定負債合計 531,587,543

　　　　　負債合計 1,434,893,656

純資産の部
Ⅰ　資本金
　　　政府出資金 8,901,601,997

　　　　資本金合計 8,901,601,997

Ⅱ　資本剰余金
　　　資本剰余金 595,537,135
　　　損益外減価償却累計額（△） △ 1,854,024,671
　　　損益外減損損失累計額（△） △ 1,386,000

　　　　資本剰余金合計 △ 1,259,873,536

Ⅲ　利益剰余金
　　　積立金 4,376,111
　　　当期未処分利益 59,330,097

　　　（うち当期総利益 59,330,097 ）
　　　利益剰余金合計 63,706,208

　　　　　純資産合計 7,705,434,669

　　　　　　負債純資産合計 9,140,328,325

（注記)

　　１　運営費交付金から充当されるべき賞与の当期末見積額は、75,120,336円であります。

　　２　運営費交付金から充当されるべき退職手当の当期末見積額は、1,034,836,800円であります。
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（単位:円）
経常費用
　　業務経費
　　　給与手当 775,116,922
　　　退職給付費用 30,113,600
　　　法定福利費 143,746,527
　　　備品費 3,308,167
　　　雑給 289,141,049
　　　福利厚生費 4,259,339
　　　旅費 36,914,718
　　　会議費 439,833
　　　賃借料 47,472,549
　　　消耗品費 36,875,837
　　　通信運搬費 136,923,180
　　　印刷製本費 20,687,634
　　　水道光熱費 27,022,427
　　　交通費 2,913,453
　　　外部委託費 290,001,251
　　　販売手数料 2,681,089
　　　租税公課 118,100
　　　保守・修繕費 288,490,663
　　　支払手数料 6,150
　　　支払保険料 438,230
　　　支払報酬 49,953,630
　　　図書費 7,492,537
　　　その他 2,426,012
　　　減価償却費 297,028,884 2,493,571,781
　　一般管理費
　　　役員報酬 70,015,730
　　　給与手当 137,148,175
　　　退職給付費用 58,308,700
　　　法定福利費 27,923,160
　　　備品費 1,580,859
　　　交際費 105,276
　　　雑給 6,219,016
　　　福利厚生費 3,822,796
　　　旅費 1,269,509
　　　地代家賃 19,244,868
　　　会議費 7,446
　　　賃借料 1,079,504
　　　消耗品費 6,397,074
　　　通信運搬費 2,874,636
　　　印刷製本費 259,049
　　　水道光熱費 14,587,060
　　　交通費 1,421,657
　　　外部委託費 86,784,200
　　　租税公課 24,194,300
　　　保守・修繕費 15,518,727
　　　支払手数料 1,284,674
　　　支払保険料 317,050
　　　支払報酬 2,531,220
　　　図書費 932,618
　　　その他 892,718
　　　減価償却費 10,953,289 495,673,311

　　財務費用

　　　支払利息 10,262,156 10,262,156

　　経常費用合計 2,999,507,248

損益計算書
（平成28年4月1日～平成29年3月31日）
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経常収益
　　運営費交付金収益 2,776,406,827
　　業務収益
　　　図書雑誌出版収入 53,350,616
　　　研修・宿泊収入 67,979,860 121,330,476
　　資産見返負債戻入
　　　資産見返運営費交付金戻入 159,098,866 159,098,866
　　財務収益
　　　受取利息 20,039 20,039

　　雑益 3,415,617

　　経常収益合計 3,060,271,825

  　　　経常利益 60,764,577

臨時損失

　　固定資産除却損 1,434,480 1,434,480

当期純利益 59,330,097

当期総利益 59,330,097

（注記)
　　ファイナンス･リース取引が損益に与える影響額は、△3,615,923円であり、当該影響額を除いた
　当期総利益は62,946,020円であります。
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（単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ･フロー

　　　　原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 1,438,382,764

　　　　人件費支出 △ 1,227,690,199

　　　　その他の業務支出 △ 675,810

　　　　運営費交付金収入 3,124,147,000

　　　　図書雑誌出版収入 52,814,359

　　　　研修・宿泊収入 67,182,600

　　　　その他の収入 3,410,616

　　　　　　小計 580,805,802

　　　　利息の受取額 20,039

　　　　利息の支払額 △ 10,468,647

　　　業務活動によるキャッシュ･フロー 570,357,194

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　定期預金の払戻による収入 1,600,000,000

　　　　定期預金の預入による支出 △ 1,600,000,000

　　　　有形固定資産の取得による支出 △ 9,334,409

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 9,334,409

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ･フロー

　　　　リース債務の返済による支出 △ 146,435,217

　　　財務活動によるキャッシュ･フロー △ 146,435,217

Ⅳ　資金増加額 414,587,568

Ⅴ　資金期首残高 381,638,075

Ⅵ　資金期末残高 796,225,643

（注記）

　　１　資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

　　　　　現金及び預金勘定　　 796,225,643

          資金期末残高 796,225,643

　　２　重要な非資金取引の内容

　　　　　ファイナンス・リースによる資産の取得
　　　　　　工具器具備品 4,141,805

キャッシュ･フロー計算書
（平成28年4月1日～平成29年3月31日）
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（単位：円）
Ⅰ　当期未処分利益 59,330,097
　　　　当期総利益 59,330,097

Ⅱ　利益処分額
　　　　積立金 59,330,097 59,330,097

利益の処分に関する書類
（平成29年3月31日）
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　 （単位：円）

Ⅰ　業務費用

　　（１）損益計算書上の費用

　　　　　　業務費 2,493,571,781

　　　　　　一般管理費 495,673,311

　　　　　　財務費用 10,262,156

　　　　　　臨時損失 1,434,480 3,000,941,728

　　（２）（控除）自己収入等

　　　　　　図書雑誌出版収入 △ 53,350,616

　　　　　　研修・宿泊収入 △ 67,979,860

　　　　　　財務収益 △ 20,039

　　　　　　雑益 △ 3,415,617 △ 124,766,132

　　　業務費用合計 2,876,175,596

Ⅱ　損益外減価償却相当額 94,566,099

Ⅲ　損益外減損損失相当額 0

Ⅳ　損益外利息費用相当額 0

Ⅴ　損益外除売却差額相当額 3

Ⅵ　引当外賞与見積額 5,339,859

Ⅶ　引当外退職給付増加見積額 584,600

Ⅷ　機会費用

　　　　政府出資の機会費用　 4,997,857

Ⅸ　（控除）法人税等及び国庫納付額 0

Ⅹ　行政サービス実施コスト 2,981,664,014

（注記）

　１．引当外退職給付増加見積額には、国からの出向職員に係るものが1,750,100円含まれております。

　２．政府出資の機会費用の計算方法･･10年利付国債（新発債）平成29年3月末利回り0.065％を採用して

　　　おります。

行政サービス実施コスト計算書
(平成28年4月1日～平成29年3月31日）
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重要な会計方針

１．運営費交付金収益の計上基準

２．減価償却の会計処理方法

　   有形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

　　　建物 ２～４２ 年

　　　構築物 ２～２７ 年

　　　機械装置 ２～１３ 年

　　　工具器具備品 ２～２０ 年

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

　

４．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　先入先出法による低価法を採用しております。

５．キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲

　   

６．リース取引の処理方法

７．消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

重要な会計方針の変更

  「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」(平成27年1月27日改訂)並びに「独立行政法人会計基準及
び独立行政法人会計基準注解に関するＱ＆Ａ」(平成28年2月改訂)（以下、「独立行政法人会計基準等」という。）を適用
して、財務諸表等を作成しております。
　ただし、「独立行政法人会計基準」第43(注解39)の規定については、「独立行政法人通則法の一部を改正する法律」の
附則第8条により経過措置を適用していることから、経過措置終了まで、現行セグメント区分に基づくセグメント情報の開
示を行っております。

　また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87）の減価償却相当額については、損益外減価償却累計額とし
て資本剰余金から控除して表示しております。

業務達成基準を採用しております。
なお、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係が明確である活動を除く管理部門の活動については、期間進行基
準を採用しております。

　退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上しておりま
せん。
　なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、会計基準第38に基づき計算された
退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。

　ファイナンス・リースにより使用しているリース資産は、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行って
おります。また、減価償却については、償却期間をリース期間に合わせて行っております。

  キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲は、手許現金、随時引き出し可能な預金からなっております。

　運営費交付金収益の計上基準については、前事業年度まで費用進行基準を採用しておりましたが、独立行政法人会計基
準等の改訂に伴い、当事業年度より、業務達成基準を採用しております。なお、業務の進行状況と運営費交付金の対応関
係が明確である活動を除く管理部門の活動については、期間進行基準を採用しております。これにより、前事業年度と同
一の方法によった場合と比べて、経常利益、当期純利益及び当期総利益はそれぞれ62,946,020円増加しております。な
お、行政サービス実施コストに与える影響はありません。

－8－



注記事項

Ⅰ．金融商品の時価等

　１．金融商品の状況に関する事項
　　　

　２．金融商品の時価等に関する事項

　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下のとおりであります。

貸借対照
表計上額

時価 差額

796,225 796,225 -       
32,319 32,319 -       

31 31 -       
(252,214) (252,214) (-)
(3,753) (3,753) (-)
(16,632) (16,632) (-)

(516,169) (516,169) (0)
（注）１．負債に計上されているものは、（　）で示しております。
　　　２．単位未満は、切り捨てております。

(注）金融商品の時価の算定方法

　(7)短期リース債務及び長期リース債務

重要な債務負担行為
　翌年度以降に支払を予定している重要な債務負担行為額は、以下のとおりであります。

　　情報セキュリティ強化のための機器導入 137,282,756円

　　ホームページシステム情報構造等調査分析等 6,887,928円

　　商品テスト設備（空調設備）の改修 16,092,000円

　　相模原事務所管理研修棟外壁等改修工事 61,493,040円

　　計 221,755,724円

重要な後発事象

その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報

　平成29年6月2日に独立行政法人国民生活センター法（平成14年法律第123号）が改正され（以下「改正センター
法」という。）、当法人の業務に特定適格消費者団体（消費者の財産的被害の集団的な回復のための民事の裁判
手続の特例に関する法律（平成25年法律第96号）第2条第10号に規定する特定適格消費者団体をいう。）が行う
同法第56条第1項の申立てに係る仮差押命令の担保を立てる業務が追加されるとともに、当該業務に必要な費用に
充てるための長期借入金に関する規定が新設されました。なお、改正センター法は、平成29年10月1日に施行され
ます。

  「政府関係機関の地方移転にかかる今後の取組について」（平成28年9月1日まち・ひと・しごと・創生本部
決定）のうち「消費者庁等の移転について」において、今後の具体的な取組として以下のとおり決定されました。

　○徳島県に、消費者行政の新たな未来を担うオフィス（以下「消費者行政新未来創造オフィス（仮称）」とい
　　う。）を置き、実証に基づいた政策の分析・研究機能をベースとした消費者行政の発展・創造の拠点とする。
　○「消費者行政新未来創造オフィス（仮称）」を平成29年度に開設する。同オフィスは、消費者庁及び（独）
    国民生活センターの職員のほか、徳島県及び周辺地域の行政、企業、学術機関等からの人材も含めた多様な
    人員構成とする。
　○（独）国民生活センターについては、徳島県において、主として関西、中国・四国地域の対象者を中心とした
　　研修を継続するとともに、徳島独自の研修も実施する。また、徳島県周辺も含めた大学、医療機関、研究施設
　　等を活用しつつ、徳島県の協力を得ながら、徳島県を実証フィールドとした、相模原施設では実施できなかっ
　　た先駆的な商品テストのプロジェクトを実施する。
　○「消費者行政新未来創造オフィス（仮称）」の取組は、徳島における同オフィスの恒常的な設置、規模の拡大
    に向けた試行としても位置づけ、３年後を目途に検証・見直しを行って、結論を得る。

(1)現金及び預金

(4)未払金

　(1)現金及び預金、(2)売掛金、(3)その他の未収入金、(4)未払金、(5)未払消費税等、(6)預り金

(6)預り金

　　　　これらの時価について、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で
　　　割り引いた現在価額により算定しております。

(7)短期ﾘｰｽ債務及び長期ﾘｰｽ債務

　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
　　　おります。

(3)その他の未収入金

(5)未払消費税等

　当法人は、資金運用については短期的な預金及び公共債等に限定しております。
　投資有価証券は保有しておりません。
　リース債務は、PIO-NETシステム関係機器等に係るものであり、償還期間は、最長で平成34年6月末迄であり
ます。

（単位：千円）

(2)売掛金
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